
八戸工業高等専門学校 選択的評価基準 

選択的評価基準 研究活動の状況 

（１）観点ごとの分析 

観点１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，

機能しているか。 

（観点に係る状況）  

本校における研究の目的として，独立行政法人国立高等専門学校機構法第12条に基づき， 

①地域社会に密着し，産業界に貢献できる工学系高等教育機関としての研究を進める 

②地域企業等との共同研究や技術連携を推進する 

③産学官連携共同研究の成果等を専門教育に反映する 

を掲げている。 

これらの目的に対応して，各学科の教員が，各専門分野に関する研究テーマを掲げて，研究費等に

より活発な研究活動を行っている。これを支援するために，校長裁量経費の一部を使用した八戸高専

教育研究プロジェクト（資料９－１－⑥－４）による教員の教育研究振興や，「科学研究費補助金申

請ガイダンス」の実施（資料１－①－１）など組織的に研究レベルの向上に務めている。これらの組

織的な支援活動が，科学研究費補助金の応募件数を増加させるとともに採択件数の増加（資料１－②

－５）につながっている。 

学科の枠を超えて研究活動を推進するため，また地域社会との産学官交流を推進するため本校に

「地域テクノセンター」を設置し，上記の三項目の目的を実現することを目指している。 

本校の学内共同教育研究及び地域との技術交流等を行うための窓口となっている，「地域テクノセ

ンター」の沿革は次のとおりである。昭和56年，「廃棄物・エネルギー利用教育研究センター」とし

て発足し，平成３年４月に「総合技術教育研究センター」と名称を改めるとともに組織の再編成を行

い，産官学交流拠点としての活動を開始している。さらに，平成15年４月に本校の研究機能を十分に

活用し，地域との連携をより緊密にして地域産業の発展並びに地域の活性化に寄与し，研究成果を学

生に還元することを目的に「地域テクノセンター」に改称し，長年にわたって研究や地域社会との交

流を続けている。 

地域テクノセンターの業務，組織等については資料１－①－２に，運営組織については資料１－①

－３にそれぞれ示すとおりである。センターは，センター長のもとに共同研究，受託研究等を担当す

る教育研究部，産業技術振興会や受託試験を担当する産学交流部，技術室及び事務部からなる。教育

研究部には９つの専門分野に応じた系を置き，関連する分野のセンター研究員を配置している。セン

ター研究員や技術室は日常的に地域産業界に対する技術協力や助言を直接行い，あるいは適任者の紹

介を行っている。このように地域テクノセンターでは受託研究，共同研究はもとより個人，企業，地

方公共団体等からの依頼に応じて技術指導・協力，助言を積極的に行っている。このような産学官連

携活動を学科及び専攻科と連携して，今まで行ってきている基礎的研究を基に地域特性に関する研究

に発展させ，教育・研究の高度化を図っている。また，学生も対象とする講演会や研修会の開催，研

究紹介などを通じて専門教育に活かす体制を構築している。さらに，地域テクノセンター内や各専門

学科等に設置された高度な分析機器は，共同研究や受託研究に積極的に用いられており，本校の研究

に重要な役割を担っている。 

地域テクノセンターには，組織及び運営に関する事項を審議するための地域テクノセンター委員会

を置いている（資料１－①－２）。委員会は，センター長，副センター長，センター研究員の中から

校長が任命した者並びに庶務課長，会計課長及び技術室長から構成されており，産学官連携，学科横
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断的な連携，並びに地域産業界からの要請等に即応できる体制をとっている。 

また，地域テクノセンターに関する事務は，従来，庶務課庶務係において行われてきたが，平成17

年４月より庶務課に地域連携情報室を新設し，地域との連携や産学官交流，知的所有権に関する事務

処理をより一層強化する組織が構築されている。 

産業技術の振興を図り，地域社会の発展に資することを目的として，平成５年八戸工業高等専門学

校産業技術振興会を発足させ，地域テクノセンターの活動を支援している（資料１－①－４）。現在，

法人会員企業は61社で定時総会，講演会及び施設見学会のほか弘前大学との連携による研究シーズ提

案会など各種の行事を行い，本校教職員と会員企業並びに卒業生との交流を進めている。 

その他，学会を活かした活動も行われている。地盤環境に関する最新情報や研究成果についての話

題提供や地域における環境問題の討議を通じて新たな技術開発の芽を生み出すことを目的に，建設環

境工学科の教員が中心になって「環境フロンティア研究会」を設立し，会の運営を担う事務局を本校

建設環境工学科に設置して活動している。例えば，平成16年度には4回の講演会を実施している（資

料１－①－５）。また，化学工学会東北支部の青森県支部にあたる青森化学工学懇話会の事務局を物

質工学科に設置して，化学工学会東北支部の行事のほかに，県内外の著名な研究者による講演会，施

設見学会などを行っている（資料１－①－６）。青森化学工学懇話会の会員は青森県内の法人，教育

機関などから幅広く集まり，平成16年度の会員数は法人会員21社，個人会員36名となっている。 

このように本校では，地域テクノセンター，地域連携情報室が産業技術振興会，地域産業界，地方

自治体並びに学会活動等を通じて多面的に地域社会と研究面での交流を行っている。 

 

 

    資料１－①－１ 「科学研究費補助金申請ガイダンス」 

【１３年度】 

日時 平成１３年１０月２２日（月） 

講師 日本学術振興会 研究事業部 研究助成課  

   研究助成第二係長   唐 澤 伸 岳  氏 

内容 「平成１４年度科学研究費補助金公募等について」 

【１４年度】 

日時 平成１４年１０月２１日（月） 

講師 八戸工業高等専門学校  

建設環境工学科 教授 菅原 隆 

内容 「科学研究費に採択されて思うこと」 

講師 物質工学科 助教授 中村 重人 

内容 「良い研究計画書の書き方」 

【１５年度】 

開催なし 

【１６年度】 

日時 平成１６年８月３１日（火） 

講師 日本学術振興会  

研究事業部 研究助成課 次長 吉 野 明 氏 

内容 「科学研究費補助金説明会」 
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   資料１－①－２ 「八戸工業高等専門学校地域テクノセンター規則」 
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  資料１－①－３ 「地域テクノセンター 運営組織図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     （出典 地域テクノセンター報第13号 p.76） 
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    資料１－①－４ 「八戸工業高等専門学校産業技術振興会事業」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  （出典 地域テクノセンター報第13号 p.34～p.35） 
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  資料１－①－５ 「環境フロンティア研究会の活動例」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差出人 ： 丹野 忠幸（建設環境工学科） 2005/2/7(月) 10:41

　　　　　　　　E-mail　:tanno-z@hachinohe-ct.ac.jp

　

　　　　尚、講演者の公務の都合で一部変更が生じることがあります。

　　　申し込み・問い合わせ先　　　　建設環境工学科　丹野忠幸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tel(27-7309)

　　　　２．講演題目「廃棄物計画のための市民参加と住民合意」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本技術開発（株）環境施設部長　高橋富男

　　　　3. 講演題目「八戸市の処分施設用地選定と情報公開　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八戸工業大学　教授　熊谷浩二

　参加費　　　１０００円

　内容　1．講演題目「設置の是非を問う住民投票までの経緯と今後の課題」

　　　　　講演者　（株）ホージュン　応用粘土科学研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地盤環境　グループ長　岡田朋子

　　　　　　　第１7回　「環境フロンテイア研究会」のご案内

　寒さ厳しきこの頃ですが、皆様方には益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて下記のごとく第１7回の「環境フロンテイア研究会」を開催致したく思います。

　皆様にはご多忙の折り恐縮ではございますが、万障繰り合わせの上ご出席くださいますよう

お願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　記
　日時　平成17年2月18日（金）　　１６：００～１8：0０
　会場　八戸工業高等専門学校　　管理棟三階　大会議室

宛先 ： 柳沢　栄司, 以下校内教職員

第１7回「環境フロンテイア研究会」のご案内

 

資料１－①－６ 「青森化学工学懇話会事業報告」 

 

 

  

 

 

 

 

 ３．地区懇話会 

青森化学工学懇話会 

(１) 青森化学工学懇話会総会、特別講演会(8月 2日)        八戸地域地場産業振興センター＜17名＞

｢低温排熱で動作する吸収冷凍機の開発｣ 

(２) 技術講演会(11月 19日)                              八戸地域地場産業振興センター＜28名＞

｢放射線によるモノづくり -高分子の放射線加工による材料の創製-｣ 

｢固定化光触媒の開発と応用」 
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（分析結果とその根拠理由）  

各学科の教員が，各専門分野に関する研究テーマについて活発な研究活動を行っている。その活動

を資金面から支援する体制が整っており，科学研究費補助金の応募件数，採択件数の増加につながっ

ている。 

地域テクノセンターは，昭和56年廃棄物エネルギー利用教育研究センターとして全国の高専の中で

も非常に早い時期に発足し，長年にわたって教育研究及び地域との技術交流等を積極的に行ってきた。

本センターは，充実した高度な研究設備を一カ所に集積した研究開発拠点の側面と技術相談室や技術

研修室，情報検索室，談話室などを備えた産学連携拠点としての側面を有している。 

地域テクノセンターには，地域テクノセンター委員会が設置され，研究組織，研究テーマ，各科等

との連絡調整，組織運営等について審議されている。教育研究部に設置された専門分野別の系は，学

科構成にとらわれない学科横断的な研究や技術系職員との研究交流に貢献しており地域企業のニーズ

に応じた実践的な研究開発にも結びついている。また，外部との窓口となる事務部門は，昨今の定員

削減等により，限られた人員の中で，より効果的に産学官連携等を推進するために庶務課に地域連携

情報室を設置するなど，事務組織の見直しを行いつつ地域との技術交流等に重点を置いた人員配置を

行っている。 

運営委員を兼ねる地域テクノセンター長は，上記のような産学官連携活動を学科及び専攻科等と連

携をとり，基礎的研究を基に地域特性に関する研究に発展させ，教育・研究の高度化を図っている。

また，学生も対象とする講演会や研修会の開催，研究紹介などを通じて専門教育に活かす体制を構築

している。 

長年にわたる地域企業との交流により確固たる信頼関係を築き，産業技術振興会，環境フロンティ

ア研究会，青森化学工学懇話会等との活動とあいまって本校の研究シーズの発信や地域企業が求める

ニーズの発掘などを積極的に行っている。 

このように，本校における研究の目的を達成するための実施体制，設備，意志決定体制及びその支

援体制が整備されており，有効に機能している。 

 

観点１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（観点に係る状況）  

観点１－①に示した，研究の目的に対応させて，それぞれの成果を以下に示す。 

（１）地域社会に密着し，産業界に貢献できる工学系高等教育機関としての研究の推進 

地域テクノセンターを窓口にした青森県内外の企業や地方公共団体等から依頼された技術相談の件

数は年々増加の傾向にある。特に，青森県の推進するエネルギー・電子産業立地構想やエネルギー・

環境特区構想に鑑み，地域社会との関連を考慮して，電子・情報，新素材，知能機械，バイオ，社会

基盤，環境，地域技術情報の分野に関連する研究テーマを推進することが平成15年中期目標に掲げら

れている。これらの専門分野では，研究内容に関するより現実的な相談が寄せられており，産学官連

携や企業のニーズの掘り起こしに成果をあげている。また，青森県の産業構造を反映して農業や漁業

分野からも多くの相談が寄せられている（資料１－②－１）。特に，光触媒の研究開発は，技術相談

から受託研究，共同研究，特許出願，商品化に至った好事例である（資料１－②－２）。 

地域との連携協力を推進するために，産業技術振興会の支援のもと資料１－①－４に示したような

事業を展開している。定期総会や各種講演会等において本校のシーズを積極的に地域の企業にアピー

ルするための各種行事を行っている。「研究室めぐり」（資料１－②－３）では本校の研究事例紹介
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や研究室の見学を，また学学連携及び産学連携のために弘前大学と共同で研究紹介を行う「シーズ提

案会」（資料１－②－４）を実施しており，いずれも地域の企業から好評を得ている。さらに知的所

有権セミナーの開催など研究分野以外についても，地域社会のニーズに応じた事業を実施している。 

（２）地域企業等との共同研究や技術連携の推進 

地域との産学官連携などに基づく共同研究，受託研究，奨学寄付金，受託試験について件数・金額

を資料１－②－５に示した。平成12年以降共同研究，受託研究及び奨学寄付金の件数は増加の傾向に

あり，受託研究や共同研究は全国高専の中でも上位に位置する。資料１－②－６に外部資金を導入し

て行われた研究例を示した。 

これらの共同研究や受託研究あるいは科学研究費補助金において，本校は平成16年度末までに11件

の特許出願を行い，うち３件が特許取得済みである。これらの特許の中で「SPR測定用試料セルおよ

びセルホルダー」（特許第3356213号）は共同研究先であるNTTアドバンステクノロジー(株)より，ま

た「有機金属化合物を用いた酸化物光触媒材料およびその応用品」（特願2001－58917）については

共同研究先であるアンデス電気(株)よりそれぞれ製品化されており，実施権収入を得ている。 

さらに高度化する研究内容に対応するため，学科の枠にとらわれずそれぞれの専門性を生かした学

内の共同研究の実施，そしてこれを地域テクノセンターが総括し，地域企業と共同研究を推し進める

など学科横断的研究プロジェクトにより組織的な共同研究を行っている。たとえば，ナノテクノロジ

ー関連研究開発パイロットプロジェクト事業では，物質工学科２名，電気工学科１名，技術室から１

名が参加して共同研究を実施し，地域テクノセンターがこれを総括して，地元企業と共同研究を実施

し，共同で特許出願を行った。 

学内おける学科横断的な研究は，「知の結集プロジェクト」で物質工学科と建設環境工学科が，

「液晶」に関連する研究では電気工学科と総合科学科が，「ホタテのうろ」に関する研究では，機械

工学科と物質工学科がそれぞれ共同研究を実施し，特許出願などの成果をあげている。 

なお，研究成果についての新聞記事は資料１－②－７，研究業績に基づく各種受賞実績は，資料１

－②－８のとおりである。 

（３）産学官連携共同研究の成果等の専門教育への反映 

産学官連携に基づく受託研究や共同研究等は，その担当教員の卒業研究や特別研究のテーマの一

部として行われており，その成果は，国際会議や学会発表及び論文として発表されている。資料１

－②－９に地域テクノセンター報第14号より平成16年度論文発表の一部を，また資料１－②－10に

口頭発表の一部を示した。 

平成17年２月１日現在で，高専機構が保有する特許は26件，うち３件は八戸高専が出願している。

さらに，現在本校から出願されている特許は11件，うち３件に卒業研究として研究に携わった学生が

発明者として登録されている。このように，地域との共同研究は学生の専門教育と密接に関係してお

り，専門教育の充実に共同研究は不可欠であると言える。資料１－②－11に本校の知的所有権保有状

況を示した。 

本校では，各種の地域連携共同研究に参画し，研究プロジェクトで必要とする大型の研究設備の導

入を行っている。たとえば，平成12年度ＮＥＤＯのプロジェクトでは，スパッタリング装置やSPD薄

膜形成装置，全自動ガス吸着量測定装置，NOｘ測定器など大型設備を導入することができた。また，

ナノテクノロジー関連研究開発パイロットプロジェクト事業では，光音響マルチガスモニター，

FT/IRが導入されている。これらの研究設備は，地域との共同研究に不可欠であるとともに学生の実

験実習あるいは卒業研究等に利用されており，専門教育に対して大きく貢献している。 
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さらに，各教員の専門分野における研究成果は資料１－②－12に示したように，専門教育の教材開

発や教科書執筆にも利用されている。 

   資料１－②－１ 「地域産業等への技術協力・助言」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     （出典 地域テクノセンター報第13号 p.41） 
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   資料１－②－２ 「産学官連携による光触媒の開発及び商品化の経緯」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料１－②－３ 「第９回八戸工業高等専門学校「研究室めぐり」」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      （出典 地域テクノセンター報第14号 p.29） 

 

年度 委託者 研究テーマ 特記事項 

１１ 光触媒に関する評価方法等について技術相談 

１２ 

新エネルギー・産業

技術総合開発機構 

（受託研究）  

ベンチャー企業支援型地域コンソーシ

アム研究開発（中小企業創造基盤型） 

「ナノ微細構造を有する酸化物半導体薄

膜による超高感度光触媒の開発」のうち

「ゾルゲル法によるナノ微細構造薄膜・

粉体膜の製造技術の検討」を担当 

 

アンデス電気 (株 )、

青森県産業技術開発

センター、青森県機

械金属技術研究所、

(株 )八戸インテリジ

ェントプラザ、八戸

工業高等専門学校 

 

特許出願  4 件  

１３ 
アンデス電気 (株) 

（共同研究）  
超高速有害物質分解光触媒の開発  

アンデス電気 (株 ) 

（共同研究）  

 

高感度・多機能 TiO2 光触媒の開発 

 

 

１４  

アンデス電気より光触媒応用製品（空気浄化機）発売 

 

１５ 
アンデス電気 (株 ) 

（共同研究）  

 

ナノ微粒子合成技術を応用した酸化チタ

ン光触媒の開発  

 

地域テクノセンター

主導による学科横断

研究プロジェクト 

１６ 
青森県知事 

（受託研究）  

ナノテクノロジー関連研究開発パイロッ

トプロジェクト事業 

 

「ナノ微粒子合成技術を活用した高活性

酸化チタン光触媒の創製」 

地域テクノセンター

主導による学科横断

研究プロジェクト 

 

特許出願１件  

 

- 342 - 



八戸工業高等専門学校 選択的評価基準 

 

 

 

  資料１－②－４ 「第４回シーズ提案会」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      （出典 地域テクノセンター報第14号 p.28） 
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資料１－②－５ 「外部資金の獲得状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－②－６ 「平成15，16年度の受託研究」 

区分
獲得件数 8 件 8 件 6 件
金　　額 6,250 千円 5,727 千円 2,678 千円
応募件数 6 件 12 件 8 件
獲得件数 4 件 7 件 7 件
金　　額 1,878 千円 6,893 千円 15,927 千円
獲得件数 14 件 13 件 22 件
金　　額 8,777 千円 11,545 千円 14,445 千円
応募件数 55 件 50 件 55 件
獲得件数 7 件 11 件 16 件
金　　額 7,360 千円 10,700 千円 18,580 千円

奨学寄附金

科研費

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

共同研究

受託研究

 

年度 研  究  題  目 委 託 者 

木質バイオガス生成の触媒機能可能性試験・評価
㈱八戸インテリジェントプラザ 

（地域科学技術振興事業費補助金事業） 

低温熱源回収システムの伝熱現象解析 
㈱八戸インテリジェントプラザ 

（地域科学技術振興事業費補助金事業） 

工業系産業廃棄物のリサイクルモデル 
(財)21 あおもり産業総合支援センター（「知」の

結集プロジェクト研究推進事業） 

超臨界水反応システムを用いたバルクケミカル

原料合成に関する研究 
青森県知事 （シーズ熟成事業） 

発電システム用大型樹脂軸受の健康診断に関す

る研究 

(財)21 あおもり産業総合支援センター （研究開

発委託事業） 

酸化物超伝導薄膜の配向転移の基礎的研究とそ

の応用 

(財)21 あおもり産業総合支援センター （研究開

発委託事業） 

アルミナナノウイスカーを用いた超高速低温水

素合成触媒の開発 

(財)21 あおもり産業総合支援センター （研究開

発委託事業） 

 

H15 

合   計 （7 件）  

木質バイオガス生成の触媒機能試験・評価 
㈱八戸インテリジェントプラザ 

（地域科学技術振興事業費補助金事業） 

低温熱源回収システムの伝熱現象解析 
㈱八戸インテリジェントプラザ 

（地域科学技術振興事業費補助金事業） 

ナノ微粒子合成技術を活用した高活性酸化チタ

ン光触媒の創製 

青森県 知事［産業振興課］（ナノテクノロジー

関連研究開発パイロットプロジェクト事業） 

工業系産業廃棄物のリサイクルモデル 
(財)21 あおもり産業総合支援センター （「知」

の結集プロジェクト研究推進事業） 

小川原湖の水質調査およびシジミの生息状況に

関する研究 
小川原湖漁業協同組合 

超臨界水を利用した水産廃棄物からの化学原

料・健康回復物質の製造研究 

(財)21 あおもり産業総合支援センター   （研究

開発委託事業） 

バイオマス焼却灰による金属イオンの捕集 
(財)21 あおもり産業総合支援センター   （研究

開発委託事業） 

H16 

合   計 （7 件）  
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資料１－②－７ 「研究成果についての新聞記事」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （出典 東奥日報 平成17年６月18日） 

 

 

資料１－②－８ 「研究業績に基づく各種受賞実績」 

 

 

 

 

受賞者 名  称 受賞月日 機  関 
  機械工学科 助教授 
     武  尾  文  雄 

平成１３年度 
日本非破壊検査協会奨励賞 

平成１４年５月２９日 社団法人日本非破壊検査協会 

校長 
柳  沢  栄  司 

 
国土交通省東北地方整備局長表彰 

平成１４年６月１０日 国土交通省東北地方整備局長 

  建設環境工学科 助教授

     南      將  人 
平成１４年度 
土木学会東北支部技術開発賞 

平成１５年５月１６日 社団法人土木学会東北支部 

  総合科学科 助教授 
     蝦  名  謙  一 

平成１６年 
青森県優秀スポーツ指導者賞 

平成１７年１月８日 財団法人青森県体育協会 
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資料１－②－９ 「平成16年度論文発表の一部」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          （出典 地域テクノセンター報第14号） 
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資料１－②－10  「平成16年度口頭発表の一部」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          （出典 地域テクノセンター報第14号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 347 - 



八戸工業高等専門学校 選択的評価基準 

 

資料１－②－11 「知的所有権 保有状況一覧」 

№ 取得年月日 特許の名称 発 明 者

八戸高専　浅野泰一

有明高専　正留　隆

九州大学　今任稔彦

NTT生活環境研究所

NTTアドバンステクノロジ

鹿児島県警察本部科学捜査研究所

八戸高専　浅野泰一

有明高専　正留　隆

九州大学　今任稔彦

NTT生活環境研究所

NTTアドバンステクノロジ

鹿児島県警察本部科学捜査研究所

八戸高専　浅野泰一

有明高専　正留　隆

九州大学　今任稔彦

NTT生活環境研究所

NTTアドバンステクノロジ

鹿児島県警察本部科学捜査研究所

八戸高専　長谷川　章

アンデス電気㈱

㈱八戸インテリジェントプラザ

青森県産業技術開発センター

青森県機械金属研究所

八戸高専　長谷川　章

アンデス電気㈱

㈱八戸インテリジェントプラザ

青森県産業技術開発センター

青森県機械金属研究所

八戸高専　長谷川　章

八戸高専　赤澤敏樹（Ｃ５）

アンデス電気㈱

㈱八戸インテリジェントプラザ

青森県産業技術開発センター

青森県機械金属研究所

八戸高専　長谷川　章

アンデス電気㈱

㈱八戸インテリジェントプラザ

青森県産業技術開発センター

青森県機械金属研究所

八戸高専　長谷川　章

アンデス電気㈱

八戸高専　齊藤貴之

青森県

日本原子力研究所

川崎重工業株式会社

10 出願中 ウォータージェットによる表面処理
方法 よび表面処理装置

八戸高専　沢村利洋

八戸高専　長谷川　章

八戸高専　中村　嘉孝

八戸高専　本間　哲雄

八戸高専　山岸　俊秀

八戸高専　柳谷　昌平(物質工学科5年)

八戸高専　三浦　公平(物質工学科5年)

アンデス電気㈱

9 出願中 ホタテ貝の中腸腺からの金属除去方
法および金属除去システム

11 出願中 光触媒合成方法および光触媒前駆体

7 閲覧中 有機金属化合物を用いた酸化物光触
媒およびその応用品

8 審査請求中 光触媒材料とその製造法

5 閲覧中 光触媒薄膜材料およびその応用品
（その２）

6 閲覧中 有機金属化合物を用いた酸化物光触
媒及びの応用品

3 14.10.04 SPR測定用試料セル及びセルホルダー

4 閲覧中 光触媒薄膜材料およびその応用品
（その１）

1 14.10.04 屈折率整合透明フィルム及び屈折率
整合透明フィルムを利用したセル

2 15.08.15 表面プラズモン共鳴現象測定装置
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資料１－②－12 「教材開発及び教科書執筆の実績」 

 

教材開発 

１． 工藤隆男，細川靖，教育内容の階層構造分析に基づく創造を指向した専門知識教育の方法，高専教

育第 23 号，pp147-152 

２． 中村嘉孝，鈴木壯吉，高温超伝導体を用いた理科教育教材の開発，平成 15 年度八戸高専教育研究

プロジェクト 

３． 細川靖，1 学年を対象とした情報分野におけるものづくり教育 

４． 1 学年創造科学テキスト，情報の符号化・記録・複合化 

５． 物質工学科 3 年 有機化学テキスト 

６． 物質工学科 4 年 有機合成化学テキスト 

 

教科書執筆 

１． 細川吉晴，西田修三，今野惠喜，藤原広和，諸泉利嗣，よくわかる測量実習，コロナ社 

２． 中島清実，角田忍，菅原隆，建設材料，コロナ社 

３． 宮本武明，菅原隆，他，初めて学ぶ基礎材料学，日刊工業社 

４． 六郷恵哲，杉田尚男，他，構造実験指導書，土木学会 

５． 宮本裕，杉田尚男，他，情報リテラシー，技報堂出版 

６． 大日方五郎，佐藤勝俊，他，制御工学，朝倉書店 

７． 工業力学，遊佐周逸，鈴木幸三，野沢尚武，工業力学，コロナ社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（分析結果とその根拠理由）  

地域に密着した研究テーマの選定や各種の行事を通して研究シーズのアピールを行い，技術指導や

助言を積極的に行っている。さらに，受託研究や共同研究にも積極的に取り組み，これらの実績は全

国高専の中でも上位に位置する。最近では，高度な研究内容に対応するために学内の共同研究開発プ

ロジェクトを立ち上げ，地域企業との連携を密にするなど，小回りのきく研究活動を行っている。さ

らに，外部資金導入により大型の研究設備を導入し，共同研究及び学生の実験実習あるいは卒業研究

等に供している。 

本校の研究成果は，学会発表や論文発表のみならず，積極的に特許出願を行っている。本校で出願

した特許の中には全国高専で初めて共同研究先の企業によって実施されたものもあり産学官連携によ

る活動が地域の発展に大きく寄与していると言える。また，卒業研究として共同研究に携わった学生

が発明者に名を連ねている例もある。このように本校は，地域社会に密着した産業界に貢献できる工

学系高等教育機関として地域企業等と共同研究を推進し，その成果を教育研究に十分反映していると

言える。 

共同研究に参加することにより，教員は工学的な見地から専門とする分野の視野を広め，実用化に

結びつける研究を行っている。また，学生は卒業研究テーマとして共同研究に参加することによって，

研究開発の進め方，国内外の研究の調査，問題解決の手法，研究に対する責任など教育面でも高い効

果を上げている。 
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観点１－③：  研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備され，

機能しているか。 

（観点に係る状況）  

地域テクノセンターの業務は，産学官連携，地域企業に対する技術指導，共同研究，受託研究，受

託試験の受け入れ及び実施，講演会講習会の実施，学内共同教育研究など多岐にわたっており，これ

らの業務をセンター長以下，教育研究部，産学交流部，事務部が組織的に連携しながら対応しており，

研究活動等の実施状況については十分に把握している。また，地域テクノセンターでは地元企業のニ

ーズに応じた研究体制を強化するために教育研究部門にナノテク系を平成16年度に発足させるなど，

実情に照らし合わせて迅速な対応がとれる体制となっている。 

新規な研究テーマ，若手教員への研究支援，学内共同研究の促進などのために校長裁量経緯費の一

部を用いて「学内教育研究プロジェクト」を推進している。本プロジェクトの推進により共同研究の

呼び水あるいは科研費の獲得など，将来を担う研究の育成に努めている。資料９－１－⑥－４に研究

教育プロジェクトの研究課題を示した。 

地域テクノセンターを窓口とした研究活動等に対して，本校を支援する組織の一つである産業技術

振興会の総会等において外部の役員や会員から寄せられる意見や要望，評価を取り入れている。その

他，共催事業において寄せられる意見についても同様である。地域テクノセンターでは，全教員を専

門別に振り分け，分野別に共同研究を実施しやすい方法など，教育研究部門の再編をはじめとして，

様々な措置を中期目標に掲げている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

地域テクノセンターの各部門が組織的に連携しながら運営にあたっており，ナノテク系新設などニ

ーズに応じた研究体制を迅速にとっている。また，萌芽的な研究テーマについては，校長裁量経費を

用いて助成するなど，将来の共同研究のシーズに対して十分な予算措置がとられている。また，セン

ターの運営に外部の評価や指摘事項を取り入れている。 

このように，研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備され，

機能している。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

産業技術振興会をはじめ，学会の支部活動などを積極的に行うことにより，本校の研究シーズのア

ピールを積極的に展開している。このような活動により，具体的な研究内容に踏み込んだ技術相談，

さらに発展して，共同研究や受託研究に結びついた研究も少なくない。中でも，（１）共同研究によ

る特許出願，（２）学科横断的研究による特許出願，（３）共同研究の成果による商品化事例２件，

（４）全国高専の中で唯一の特許実施収入，など産学官連携事業で高い成果をあげており，地域の産

業界に対して大いに貢献している。 

共同研究で導入された研究設備は，学生への実験実習，卒業研究や特別研究等にも利用されており，

専門教育にも十分研究成果が還元されている。 
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（改善を要する点）  

特になし。

 

（３）選択的評価基準の自己評価の概要 

各学科の教員が，各専門分野に関する研究テーマを掲げて，活発な研究活動を行っている。その活

動を資金面から支援する体制が整っており，科学研究費補助金の応募件数及び採択件数の増加に結び

ついている。 

学内共同教育研究及び地域との技術交流等を行うために「地域テクノセンター」を設置し，長年に

わたって地域社会との交流を続けている。また，地域連携推進のため事務組織の見直しを行い，「地

域連携情報室」を新設し，さらに「八戸工業高等専門学校産業技術振興会」と連携した産学連携活動

を推進している。また，「環境フロンティア研究会」，「青森化学工学懇話会」の事務局を本校に設

置するなどの学会活動も行っており，多方面な社会的活動により地域社会との交流を深め，共同研究

等を実施する支援体制が整備されている。これらの活動により，本校の技術協力や助言の件数は年々

増加傾向にあり，受託研究，共同研究等の件数も増加している。すでに，地域との産学官連携などに

基づく外部資金や，科学研究費補助金による研究成果として11件の特許出願を行い，内３件が特許取

得済みである。その他，研究成果が商品化に結びついた研究事例が２件あり，それぞれ特許実施権収

入を得ている。共同研究による発明が企業によって実施されているのは全国高専の中でも数例のみで

あり，特に高く評価できる。その他，学科横断的な研究プロジェクトチームと地元企業の共同研究に

よる特許出願など地域社会に密着した産業界に貢献できる工学系高等教育機関としての研究を進めて

いる。これらの共同研究の多くは，卒業研究や特別研究として実施されており，具体的な研究目標は

学生の学習意識を高め，専門教育にも高い効果を表している。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

目的の達成状況が非常に優れている。 
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